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平成３０年第３回北海道議会定例会追加提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

（災 害 対 策 分） （一 般 分） （ 計 ）

一 般 会 計 48,474,918 1,118,251 49,593,169

特 定 財 源 46,376,850 1,015,000 47,391,850

一 般 財 源 2,098,068 103,251 2,201,319

特 別 会 計 11,000 0 11,000

合 計 48,485,918 1,118,251 49,604,169

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 2,753,956,268 1,118,608,249 3,872,564,517

３定冒頭提案額 21,423,302 167,857 21,591,159

今回追加提案額 49,593,169 11,000 49,604,169

３定提案額合計 71,016,471 178,857 71,195,328

合 計 2,824,972,739 1,118,787,106 3,943,759,845

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

（災 害 対 策 分） （一 般 分） （ 計 ）

特 定 財 源

分担金及び負担金 25,213 0 25,213

国 庫 支 出 金 33,261,974 700,000 33,961,974

寄 附 金 100,000 0 100,000

繰 入 金 1,623,363 0 1,623,363

諸 収 入 294,100 0 294,100

道 債 11,072,200 315,000 11,387,200

一 般 財 源

繰 越 金 2,098,068 103,251 2,201,319
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一 般 会 計 款 別 計 上 額

（災 害 対 策 分） （単位 千円）

歳 入 歳 出

分担金及び負担金 ２５，２１３ 総 務 費 ４，８５０

国 庫 支 出 金 ３３，２６１，９７４ 総 合 政 策 費 ２１５，０００

寄 附 金 １００，０００ 環 境 生 活 費 ６９，５７３

繰 入 金 １，６２３，３６３ 保 健 福 祉 費 ３，７２９，２２２

諸 収 入 ２９４，１００ 経 済 費 ９９８，４７６

道 債 １１，０７２，２００ 農 政 費 ４３３，１８０

繰 越 金 ２，０９８，０６８ 水 産 林 務 費 １，３０１，００９

建 設 費 ８５６，５７７

警 察 費 １７，５９６

教 育 費 ３２８，０２４

災 害 復 旧 費 ４０，５２１，４１１

計 ４８，４７４，９１８ 計 ４８，４７４，９１８

(一 般 分) （単位 千円）

歳 入 歳 出

国 庫 支 出 金 ７００，０００ 総 務 費 ６８，２５１

道 債 ３１５，０００ 水 産 林 務 費 １，０５０，０００

繰 越 金 １０３，２５１

計 １，１１８，２５１ 計 １，１１８，２５１

特 別 会 計 計 上 額

（災 害 対 策 分） （単位 千円）

会 計 名 金 額

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 １１，０００

計 １１，０００
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平成３０年第３回北海道議会定例会追加提案補正予算一覧

１ 平成３０年北海道胆振東部地震災害対策
（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害救助費 3,400,477 １ 災害救助補償金 2,033,727

市町村が負担する災害救助に係る経費を補償する。

債務負担行為限度額 （対象経費：避難所、炊き出し、住宅の応急修理など）

1,122,000
２ 応急仮設住宅等整備費 1,213,000

現計予算額 被災住民の住まいを確保するため、応急仮設住宅を整備

11,001 する。

（建設型：200世帯、借上型：130世帯）

３ 災害弔慰金負担金 153,750

災害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の一

部を負担する。

・対 象：４１名

・負担割合：国 1/2、道 1/4、市町村 1/4

防災対策諸費 4,850 被災した住民に対して、道から災害弔慰金を支給する。

・死亡者（41名）、重傷者（15名）

現計予算額

1,000

特別緊急小口資金貸付事業費 105,000 被災者の生活に必要な家具什器等に要する経費を支援す

補助金 るため、資金の貸付を行う北海道社会福祉協議会に貸付原

資を補助する。

【新規】 区 分 内 容

事 業 主 体 北海道社会福祉協議会

貸付対象者
・胆振東部地震の被災者

・緊急小口資金を利用してもなお不足する者

貸付限度額
国 拡 充：10万円以内→20万円以内

道上乗せ：20万円以内→50万円以内

貸 付 利 息 無利子

償 還 期 間 緊急小口資金返済後２年以内

補 助 率 道 10/10

スクールカウンセラー活用事 2,998 被災した児童生徒等の心のケアを行うため、スクールカ

業費 ウンセラー（臨床心理士等）を学校に派遣する。

現計予算額 ・派 遣 先：特に被害が大きい厚真町、安平町、むかわ町

156,756 内の小学校、中学校、高等学校

・派遣期間：平成30年9月～平成31年3月

スクール・サポート・スタッ 13,942 被災した小中学校における教員の負担軽減を図るするた

フ配置事業費 め、スクール・サポート・スタッフを配置する。

現計予算額 ・配 置 先：特に被害が大きい厚真町、安平町、むかわ町

42,998 内の小学校及び中学校

・配置期間：平成30年10月～平成31年3月

・配 置 数：各校１名

ふるさと寄附金促進事業費 100,000 ふるさと納税に係る市町村事務の軽減を図るため、被災

市町村に対する寄附金の代理受付を行う。

現計予算額 ・対象市町：厚真町ほか10市町

1,457 ・受付期間：平成30年9月12日～平成31年3月31日
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費等 41,955,800 １ 災害復旧事業費 40,644,981

農地・農業用施設や土木施設等の災害復旧を行う。

（１）補助災害復旧事業費 40,252,981

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

耕 地 災 害 復 旧 ４町 (297箇所) 3,950,975

治山施設災害復旧 厚真町( 12箇所) 697,680

緊 急 治 山 ５市町( 50箇所) 7,475,624

林 道 災 害 復 旧 ４町 ( 21箇所) 2,297,671

漁 港 災 害 復 旧 ３市町( 5箇所) 927,201

土 木 災 害 復 旧 ７市町(317箇所) 24,903,830

計 40,252,981

（２）単独災害復旧事業費 392,000

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

土 木 災 害 復 旧 ９市町(132箇所) 292,000

漁 港 災 害 復 旧 ５市町( 6箇所) 100,000

計 392,000

２ 災害調査費 243,536

災害復旧事業の災害査定等に係る現地調査を行う。

３ 特別対策事業費 965,000

災害復旧事業の対象とならない荒廃林地の復旧等を行う。

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

小 規 模 治 山 ５市町(25箇所) 965,000

４ 災害関連事業費 102,283

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

造林単独事業費 ４町(49箇所) 102,283

緊急節電啓発事業費 50,000 無理のない範囲での節電への協力の呼びかけや、万が一

電力需給が逼迫した際に速やかに道民へ周知する経費。

【新規】 区 分 対象 実施時期 ３定補正

リーフレットの配布 全世帯 11月上旬 12,000

テレビＣＭ、ラジオ、 電力需給状況に
38,000

新聞広告 応じて適時実施

計 50,000

災害時給油体制緊急整備事業 500,000 災害時の広域的な給油体制を構築するため、ガソリンス

費補助金 タンド等が行う自家発電設備の整備に対して支援する。

区 分 内 容

【新規】 事業主体 揮発油販売業者

対象箇所 200箇所

補助要件 災害時に地域住民・被災者に給油を継続

対象設備 自家発電設備

補助上限 2,500千円

負担割合 道 10/10
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害時酪農施設電源確保緊急 250,000 災害時の酪農施設における電力供給機能を確保するた

対策事業費補助金 め、国の補助金を活用し、地域単位で非常用電源を確保す

る取組に対して支援する。

【新規】 区 分 内 容

事業主体 農業協同組合等

対象戸数 4,000箇所

対象設備 配電盤設備

負担割合 国 1/2(直接補助)、道 1/4、事業主体 1/4

食と観光需要喚起緊急対策事 350,000 地震等により大きな影響を受けた食と観光の早急な需要

業費 回復を図るため、国内外で大規模なプロモーションを展開

するとともに、旅行商品の割引に対して支援する。

【新規】 区 分 内 容 ３定補正

国内
食・観光プロモーション、フェア

23,344

道
(首都圏など)

国外
食・観光プロモーション、フェア

88,356
(韓国､台湾､香港､中国､タイ､シンガポール)

観光
国内 ・新聞広告、Ｗｅｂ・ＳＮＳ広告

38,300

振興
国外 ・ポスター等作成・配布

機構 国内 ・旅行商品の割引 200,000

計 350,000

国際航空路線維持確保緊急対 115,000 地震の影響による風評被害を払拭するため、道内空港に

策事業費 国際路線を就航している航空会社に対し、安全・安心のＰＲ

等を行う。

【新規】 区 分 内 容 ３定補正

プロモーション 航空会社への訪問、要請 23,000

招 聘 活 動 航空会社等の招聘、ＰＲ 42,000

各 種 Ｐ Ｒ 機内誌、機体広告 50,000

計 115,000

被災地特産品等消費拡大特別 56,244 特に被害が大きい厚真町、安平町、むかわ町を応援するた

対策事業費 め、道内商店街組織を活用して復興支援のセールを開催する。

区 分 内 容

【新規】 事業主体 道（委託先：北海道商店街振興組合連合会）

実施時期 平成30年10月から平成31年２月

事業内容
道内29箇所で「復興支援セール」を開催

・被災地の特産品と各地域特産品のセット販売等

災害復旧資金信用保証料補助 41,000 道の制度融資を利用する被災中小企業者等の保証料負担

金 を軽減する。

区 分 内 容

【新規】 対象資金 経営環境変化対応貸付（災害復旧）

事業期間 平成30年9月6日から平成31年3月31日まで

対 象 者 対象資金の借り入れを行う被災中小企業者等

対象経費 信用保証協会への保証料

補 助 率
厚真町、安平町、むかわ町：保証料全額

その他の市町村：保証料の1/3
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

被災中小企業支援制度普及・ 1,232 被災中小企業者に対して、融資制度をはじめとする様々

相談事業費 な支援策の説明会・移動相談会を実施する。

区 分 内 容

【新規】 支援策の周知 ガイドブックの作成・配布

相談会
内 容 中小企業診断士等による経営相談対応等

の開催 場 所
厚真町、安平町、むかわ町：各２回

６圏域：各１回

被災農林漁業者への技術指導 11,364 １ 被災農林漁業者への技術指導・経営相談等 6,202

・相談対応経費 区 分 内 容

農 業 者 ・現地における技術指導の実施

森林所有者 ・被災状況に応じた経営相談

漁 業 者 ・対策会議の開催 など

２ 乳房炎対策 5,162

乳房炎の発生予防や蔓延防止対策を強化するため、飼養

環境の整備などの巡回指導・助言やセミナーを開催する。

社会福祉施設整備事業費 216,000 被災した社会福祉施設の災害復旧に要する経費を支援する。

区 分 内 容

現計予算額 事業主体 社会福祉法人等

2,291,774 対象施設 老人福祉施設、障がい者施設等

負担割合 国 1/2、道 1/4、事業者 1/4

庁舎等設備整備費 138,829 被害を受けた道有施設・設備の整備を行う。

区 分 内 容 ３定補正

室蘭児童相談所 庁舎外壁の修繕 3,888

衛 生 研 究 所 水質等検査機器、冷凍設備等 71,036

大気測定装置 大気汚染監視機器の破損 23,905

開 拓 の 村 旧青山家漁家住宅 ほか３棟 40,000

計 138,829

校舎等局部改修費 311,084 被害を受けた道立高等学校及び特別支援学校の施設設備

等の整備を行う。

現計予算額 区 分 対象学校数 内 容 ３定補正

160,532
高等学校

追分高校 校舎等損壊、
289,765

ほか39校 屋外施設(フェンス)破損

特別支援 函館聾学校
校舎等損壊 21,319

学 校 ほか５校

交通警察費 13,200 被害を受けた交通安全施設の整備を行う。

区 分 件数 内 容 ３定補正

現計予算額 信 号 機 ５件 信号柱沈下、制御機損傷等 7,200

890,227 交通情報板 １件 柱傾斜 6,000

公共下水道災害復旧費 11,000 石狩湾新港地域公共下水道の復旧を行う。

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

【新規】 石狩湾新港地域 汚水マンホール破損、
11,000

公 共 下 水 道 ポンプ場の汚水ポンプ故障

胆振東部地震災害対策 計 47,648,020
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２ 台風２１号災害対策

○災害復旧費等 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費等 727,972 １ 災害復旧事業費 723,372

農業用施設や土木施設の災害復旧を行う。

（１）補助災害復旧事業費 597,372

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

耕 地 災 害 復 旧 ３市(10箇所) 13,223

土 木 災 害 復 旧 ２市( 2箇所) 584,149

計 597,372

（２）単独災害復旧事業費 126,000

区 分 災 害 箇 所 ３定補正

土 木 災 害 復 旧 45市町村(155箇所) 126,000

２ 災害調査費 4,600

災害復旧事業の災害査定等に係る現地調査を行う。

○一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

庁舎等設備整備費 105,530 被害を受けた道有施設・設備の整備を行う。

区 分 内 容 ３定補正

開 拓 の 村 旧開拓使工業局庁舎ほか９棟 94,530

野幌森林公園 倒木、街路灯損傷 11,000

交通警察費 4,396 被害を受けた交通安全施設の整備を行う。

区 分 件数 内 容 ３定補正

現計予算額 信 号 機 ３件 信号柱亀裂・傾斜等 3,327

890,227 標 識 板 11件 標識板損傷等 1,069

台風２１号災害対策 計 837,898

災害対策 計 48,485,918
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３ 日露共同経済活動関連
（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

水産業振興構造改善事業費 1,050,000 北方四島における日露共同経済活動の推進を図るた

め、根室市が行う種苗生産施設の整備に要する経費に対

【新規】 して支援する。

区 分 内 容

事業主体 根室市

事業内容 種苗生産施設の整備

対象魚種 ウニ＋複数魚種

負担割合 国 2/3、道 1/3

４ 北海道議会議員補欠選挙
（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

北海道議会議員補欠選挙費 68,251 釧路地域選挙区（定数１）において欠員が生じたこと

に伴い、北海道議会議員補欠選挙を実施する。

【新規】 区 分 内 容

告 示 日 10月19日(金)

選 挙 期 日 10月28日(日)

一 般 分 計 1,118,251

３定追加補正総額 49,604,169


